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東部海浜開発事業（沖縄市案）の問題点 
沖縄市案に経済的合理性がないことについて 

泡瀬干潟を守る連絡会の見解 2010 年 9 月 24 日 
はじめに 
一、 沖縄市案は、仮にその想定が全て現実のものとなったとしても、生物多様性が極めて高

く世界的な価値を有する泡瀬干潟を埋めて破壊してしまう損失が合理化されるほどの

ものであるか、全く検討されていない。したがって、本事業の真の経済合理性は全く立

証されていないのであって、沖縄市案をもって埋立理由の変更をすることは不可能であ

る。 
二、 しかも、沖縄市案において展開されている需要予測などのいわゆる「経済合理性」の説

明は、私たちが少し分析してもその矛盾が次々に明らかになり、根本的に信頼性を欠い

ている。今後、この沖縄市案については、当然のことながら市民でも論議されていくで

あろう。 
三、 前原誠司大臣は沖縄市案に対し、以下に記す 4 つの点についての留意、検討を深める

必要を指摘している（8 月 3 日）。このことは、国としても現時点で沖縄市案の経済的

合理性が不十分であることを認めていることを自ら暴露している。 
（１）海外客の取込を含めた観光客の誘致、宿泊需要の開拓方策や目玉となる企業の呼

び込み、多様な客層誘致によるﾘｽｸ分散策。 
（２）民間企業の進出可能性をより高めていくための投資環境整備 
（３）金融スポンサー（ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟーや投資ﾌｱﾝﾄﾞ等）とｵﾍﾟﾚｰﾀ（施設の運営者）が連携

して全体の開業を主導・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄするような方法、あるいは企画ｺﾝﾍﾟの導入 
（４）行革努力の継続と地方税収の推移に十分留意した財政運営 
 

四、 以下に私たちが現時点でまとめた、沖縄市案の疑問点、問題点を指摘する。 
 

１． 沖縄市案はｽﾎﾟｰﾂｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ拠点の形成として、「公共事業部分」と「民間事業部分」に分け

られる。別添資料④公共施設運営事業にあるように、ｽﾎﾟｰﾂｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ(公共事業部門)は年

間－177,799 千円（1 億 8 千万）の赤字が予想されている。 
   多目的広場（年 4700 万赤字）、多目的ドーム（年 4400 万赤字）、交流施設（年 7700 万

赤字）、 栽培漁業センター（年 920 万赤字）、合計約 1 億 8 千万の赤字 
 

民間事業部分は、ホテル（用地 16.2ｈa、ホテル 300 室､ｺﾝﾄﾞﾐﾆｱﾑ 150 室、コテージ 30
戸）と商業施設用地（8.5ｈa）、健康医療施設用地（8.0ｈa）になり、ホテル用地は売却、

商業･健康医療施設用地は、定期借地権方式を想定としている。 
しかし企業等へのヒヤリング結果（５ｐ）にあるように、県内総合開発 3 社に対する

ﾋﾔﾘﾝｸﾞの結果、2 社が「進出意向を示している」に過ぎない。２社（ホテル･商業、コテ

ージ）は、どのような規模なのか、どの会社か、明らかにされていない。沖縄市に問い合

わせたら、「公表しないという前提でﾋﾔﾘﾝｸﾞに応じた」という約束があるから公表できな

いということである。公表できない企業が本当に進出するのか疑問である。 
２． 健康施設用地（8ｈa）については、進出意向の会社はない。 
   公共部門は赤字であり、民間部門も企業進出が「不透明」であることから、この事業の「経

済的合理性」が無いことは、明白である。 
３．これまで民間用地はすべて売却するので沖縄市はリスクを負わないとしていたが、すべてが

売却できないことを見越して、ホテル用地は「売却」、商業・医療用地は「定期借地権方式」

を採用している。これは、土地利用計画の根本が崩れ、計画そのものが未知数･不透明であ

ることを示している。 
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４．ところで、沖縄市案事業収支(９ｐ～10ｐ)では、ホテル用地は完売（収入 52 億円）され、

商業･健康医療施設用地はすべて賃貸（賃貸料収入 34 億円、年 1.3 億円、賃貸権利金収入 6
億円）され、市民税･固定資産税等はすべて収入（年 2.1 億円）とされて、30 年間では事業

の収支決算はわずか 67 億円（年 2.2 億円）の赤字とされている。そして、公共･民間すべて

の事業がすべて順調に進み事業稼動後は年間 149 億円の波及効果があるとしている。公共

事業は赤字、民間用地 32.7ｈa には僅か 2 社のみの「進出希望」では、沖縄市案の試算は

「空想」であり、沖縄市を債権団体に転落させる道である。  
   さらに沖縄市案は根本的な誤りを犯している。民間企業が全て順調に行ったとして、市民

税・固定資産税の税収は全て収入とされているが、地方交付税を交付されている沖縄市は、

税収の増加分の 75%は「基準財政収入額」に算入され、その分地方交付税が減少し、実質

沖縄市の税収増加分は 25%である。約 2 億円の 25%、5 千万円の増収にしかなりません。 
  30 年間では、5 千万×30＝15 億円です。沖縄市案の税収 57 億円増加は、実質 15 億円の間

違いです。30 年間では、67＋（57－15＝42）＝109 億円の赤字です。  
  

５． 沖縄市案は、「市の財政への影響」（９ｐ）で「・・実質公債費比率の最大値は 15.8％(ﾘｽ
ｸｹｰｽでも 16％)であり、財政指標でみる市財政の健全性は確保されるとありさらに、民間

への土地売却価格が 10％下がった場合でも実質公債比率は 16％であり、レッドカードの

18％を下回っているから、市財政の健全性は確保できるとしている。これらの試算は、

今後 30 年間は、沖縄市が東部海浜開発（泡瀬埋立）事業以外では起債は一切行わない（外

の事業では 30 年間は起債できない）ことを想定している。国の財政が厳しい折、沖縄市

の財政は益々硬直化し、他の事業での財政支出、この事業での失敗等で、公債比率は 18％
以上になるおそれがあり、沖縄市は「債権団体転落」になる危険性は一層増大する。 

６．  宮古トウリーバー計画、石垣島港湾埋立造成地、与那原・西原、糸満西崎、うるま市新

港地区等は当初予想では、全てが順調にいって「活性化」するはずだったが、現在、当初

計画が大幅に狂い、莫大な財政負担を抱え、市町村・県財政を圧迫している。宮古島市は

債権団体転落寸前まで行った。石垣市も厳しい。 
    うるま市新港地区の FTZ 用地については、用地が売れずに沖縄県は、昭和 57 年度か

ら平成 20 年まで公債費元金返済 352 億円、利息 80 億円を県財政から負担してきた。今

後平成 39 年度まで公債費元金 203 億円、利息 30 億円の支払いを想定しており、すべて

を合計すると 664 億円を県財政から支出することになる。沖縄県は FTZ の失敗で莫大な

財政負担を強いられている。沖縄市はこの事実を知っておりながら、沖縄市案ではあての

ない収支報告書を作り上げている。 
７． このように民間事業部分は、「未知数」（「琉球新報」）「不透明」（「沖縄ﾀｲﾑｽ」）であり、民

間事業が全て順調にいった場合を想定した需要予測(宿泊 13 万人、商業 233 万人、健康・

医療 54 万人、マリーナ 1.3 万人、小型船だまり 10.4 万人等、合計約 415 万人)などは空

想にしか過ぎない。 
８． 特に商業施設については、泡瀬地域に隣接するうるま市に具志川ジャスコ（イオンｸﾞﾙｰﾌﾟ）、

具志川メインシテイが立地しており、また北中城村旧アワセゴルフ場跡に2013年には「複

合型商業交流施設（イオンモール）も開店を予定していることから、泡瀬埋立地への立地

は絶望的である。商業施設 233 万人は絵に描いた餅である。 
健康・医療施設の需要予測を 53.6 万人としているが、沖縄市案では進出希望の健康・

医療施設企業はゼロである。企業は立地しないのに需要予測 53.6 万人は、馬鹿げている。 
 
８． 公共事業部門は、別添資料：公共上物施設整備事業で、事業費総額 107 億円に対して国

庫補助 69 億を想定しているが、財政逼迫・予算 10％縮小の国財政の状況で実現できるか

どうか不明である。医科学センターは空白になっている。 
公共施設（上物施設）整備事業  単位：百万円   
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  沖縄市案 

  事業費 国庫負担(想定） 起債 市単 

多目的広場 2,900 1,450 1,305 145 

多目的ﾄﾞｰﾑ 6,000 4,500 1,125 375 

医科学ｾﾝﾀｰ         

交流施設 1,240 620 465 155 

栽培漁業ｾﾝﾀｰ 600 400 150 50 

合計 10,740 6,970 3,045 725 

  107 億 4 千万       

 
１０．土地購入費、ｲﾝﾌﾗ整備費については、下記のようになっている 
公共部門土地購入費は総額 130 億円（利息を含む）になっており、国庫負担が 24 億円、沖縄市

負担が 99 億円である。土地購入も国庫負担頼みである。 
ｲﾝﾌﾗ整備費も総額 116 億円、国庫負担 31 億円、沖縄市負担 32 億円であり、国庫負担頼みであ

る。 
土地購入費比較 ｲﾝﾌﾗ整備 沖縄市負担額  面積：ｈa  額：億円 

     

  沖縄市案(20100730） 

  
面

積 
総額 市負担 

公共用地 25.2 50 26 

民間用地 32.7 66 66 

小計 57.9 123(利息含む） 99(利息含む） 

インフラ整備   63 32 

公共施設整備

費 
  116 46 

合計     177 

 
土地購入費は公共、民間を一括購入するとしながら、市の財政への影響（９ｐ）で、「②進出

企業の目途がついた時点で土地を購入することで、土地購入によるﾘｽｸ回避が図られる」として、

ホテル用地の民間への土地売却が失敗した時の責任を回避しようとしている。 
ホテル用地の民間への土地売却が失敗した時、土地は国有地（県有地）のまま塩漬け土地とし

て残ることになる。需要予測でバラ色に描きながら、一方で責任を回避する矛盾は許されない。 
 また、一方では商業・医療用地の「民間用地賃貸料」(30 年間 34 億円、1.3 億円/年)も示して

いる。売れないホテル用地、賃貸されない民間用地もインフラ整備費は支出される。売却や賃貸

が進まなければ、インフラ整備費は沖縄市の負担のまま残ることになる。 
 
１１．建設投資額は次のようになっている。 
 
  沖縄市案 

主体 投資額 内容 

国 357 埋立に係る費用 

沖縄県 306 港湾施設等の整備に係る費用 

沖縄市 164 インフラ施設、上物施設の整備に係る費用 

民間 197 宿泊、商業、健康・医療施設等の整備に係る費用 

沖縄市計 1020   

参・ﾊﾟｿｺﾝ計 1024   

 
沖縄県の負担が 306 億円になっているが、詳細は分からない。アクセス道路建設（全長 900ｍ、
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幅 30ｍ、4 車線、歩道つき）が沖縄県負担であると説明されているが、その費用が含まれてい

るのかどうか、よく分からない。沖縄県土木建築部港湾課に問いただしても、公表できないとの

回答である。 
また、沖縄市案(3ｐ)に沖縄県分担の土地面積（38.1ｈa）が示されているが、港湾施設(3.7ｈ

a)を除く、道路・緑地・護岸部分の土地（34.4ｈa）は、国有地で県が管理する土地なのか。 
県も財政逼迫の中で、306 億円の支出を認めるのか。コリンザの約 10 億円の債権放棄に難色

を示している沖縄県が、泡瀬干潟埋立には、約 30 倍の 306 億円を気前良く支出するのか、よく

分からない。 
 
１２．沖縄市の建設投資額 
沖縄市案（８ｐ)では、沖縄市投資額 164 億円（ｲﾝﾌﾗ施設、上物施設の整備に係る費用）とある。

この数値の積算資料の説明はないが、別添資料によればｲﾝﾌﾗ施設事業費 56 億円（国庫負担 31
億、市負担 25 億）、上物施設整備費 107 億（国庫負担 69 億、市負担 38 億）とあり、５６＋１

０７＝164 億円と思われる。この数値は、波及効果を計算するための投資額であり、土地代や手

数料・利息などは含まれていないと沖縄市は説明している。沖縄市の事業費は、沖縄市案（９ｐ）

で、整備段階の支出合計、土地購入費 99 億＋ｲﾝﾌﾗ整備費 32 億＋公共施設整備費 46 億＝１７７

億円として示されている。 
この説明によると、沖縄市案（８ｐ）に示される、国・県・市の投資額は、実際の事業費を示す

数値ではないことがわかる。 
 
１３．国の負担額   

上記の建設投資額表によれば、国の投資額は 357 億円（埋立事業）となっている。 
ところが、沖縄市案をみると、土地購入、インフラ整備、上物施設等の国庫補助があり、それら

を整理してみると、次のように、総計６３４億円になる。自然破壊の埋立事業に、国が 634 億

円を支出するのか。無駄な公共工事は中止する、コンクリートから人へ、の国政策の中で、将来

の見通しの無い事業（経済的合理性のない事業）に国が 634 億円を支出するのか、前原誠司大

臣は、本当に沖縄市案を精査したのか、疑問が募る。 
 
 国負担 単位：百万円   

国事業 埋め立て事業 35,700.000   

ｲﾝﾌﾗ整備事業 3,106.400   

土地購入費国庫補助 2,410.500   

公共施設整備事業 6,970.000   
沖縄市補助 

沖縄市補助計 12,486.900   

県負担 306 億への補助      １５３00.000 
５割補

助？ 沖縄県補助 

港湾、ｱｸｾｽ道路？    

計    ６３４億円   

 
１４．以上の説明を総合すると、この埋め立て事業の事業費を総額で示すと、次のようになる。 

国 357＋沖縄市補助 125＝482 
沖縄県 ３０６ 
沖縄市 １７７ 
民間 １９７ 
計 １，１６２億円（沖縄県への国庫補助は不明なので除く） 

  
総事業費は、1,020 億円ではなく、1,162 億円以上になる。 
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１５．入域観光客数、沖縄市の宿泊需要数予測、及びその他の需要予測 
  沖縄市案には、観光客に関する様々な数値が示されているが、それらの数値は、掌握できる

観光客（大きなホテルや飛行機での観光客）などに「アンケート」を実施しそれらを集計し

たものであり、観光客の正確な実態を示す数値ではない。これは、マスコミなどでも指摘さ

れ、実態を掌握する方法の改善が求められている。 
（１）沖縄県入域観光客数 
  平成 30 年の沖縄県入域観光客数は、沖縄県は 1 千万人を予測し、沖縄市は 850 万人を予測

しているが、最近の伸び率（約 2%）から推計すると 682 万人であり、沖縄市案は過大に予

測している。これを基にした、様々な予測も、過大な予測になっている。 
（２）中部地域入域観光客数、沖縄市立寄り観光客数 

中部地域立寄り率(35.4%)や沖縄市立寄り率（19.2%）から、沖縄市入域観光客数(68 万人)
を推測しているが、使われている数値がアンケートや述べ人数（東南植物楽園を訪れた人、

沖縄市を訪れた人が 2 重に計算される）などを基にしており、実態を示してなく、科学性

が無い。この数値(68 万人)を基にした商業・臨海商業需要予測などは、科学的根拠が無い。 
（３）ﾋﾞｰﾁ訪れた観光客・東部海浜開発地区立寄り率 

沖縄県全体の観光客がﾋﾞｰﾁを訪れた割合（60%）を基に、沖縄市入域観光客(68 万人）の 60%
（41 万人）が東部海浜開発地区(埋立地)を訪れるという予測は、あまりにも非科学的であ

り、そのような数値で需要予測を立てるなど、全く合理性に欠ける。有名なﾋﾞｰﾁを訪れる観

光客の割合と、沖縄市の観光客が東部海浜開発地区（埋立地）を訪れる割合が同じく 60%
とは驚きである。 

（４）宿泊客数 
   また H30 年東部海浜新規宿泊需要数予測 13 万人の推測値は、H20 年から H30 年まで、

沖縄市内には宿泊施設は一切作られず、既存のホテルは満杯（稼働率 75％）なので増加

予測人数(宿泊)は全て泡瀬埋立地の新設ﾎﾃﾙに宿泊する、という想定になっている（別添

資料、需要予測の考え方、宿泊）。 
宿泊施設が市内に増加しないような魅力のない街に、自然を破壊して新たに出来た埋立地

のﾎﾃﾙに、新たに 13 万人（1 日平均 356 名）の宿泊客が増えるとは考えられない。 
    さらに、先の仮定を仮に認めたとして、平成 20 沖縄市宿泊人数約 17．9 万人（沖縄市

内ホテルからのﾋﾔﾘﾝｸﾞによる H20 実績）や H30 沖縄市宿泊人数約 25.1 万人（推定値）

から計算すると、埋立地の宿泊人数増加分は 25.1－17.9＝7.2 万人であるのに、色々数値

を掛けたり引いたり割ったりして H30 東部海浜新規宿泊需要数を約 13 万人としている。

この誤りは、H20 沖縄市の宿泊日数は 1.84 泊（のべ宿泊者数 32.9 万泊／宿泊人数 17.9
万人）なのに、定評ある観光地を含む沖縄県全体の平均宿泊数 2.71 泊を採用して計算し

たために、水増しされ約 2 倍の数値(13 万人)になっている。根本的な誤りを犯し、過大

な宿泊人数を予測している。 
（５）マリーナ、小型船だまり 
   沖縄市には、泡瀬埋立地近郊（米軍泡瀬通信施設・北側）に沖縄マリーナがある。その利

用状況は、年々減少している。経営は、苦しく、ｻﾑｽﾞﾊﾞｲｻﾞｼｰ（ﾚｽﾄﾗﾝ）で成り立っている

と思われる。また、県の中城湾港マリンタウンプロジエクト（与那原・西原地区）の主要

施策に掲げていた「与那原マリーナ」の整備事業が企業の破綻や不況によるボート愛好家

の減少により変更を余儀なくされていることは、新聞でも報道された（2009 年 11 月 18
日、「琉球新報」）。このような状況の中で、沖縄県は全県の小型船舶所有者に対して、マリ

ーナ利用や泡瀬埋立地のマリーナ利用意向調査を 2010 年初め頃に実施し、その結果を集

計しているはずである。そのようなデータも公表せず、また利用もしないで、「レジャー白

書 08」などの全国の平均的なデータで需要予測を推計するなど、実態を無視し、単なる期

待値になっている。沖縄市案では、立地希望のマリーナ経営者はいない。また、沖縄市周

辺・埋立地周辺で「小型船だまり」で賑わっているところはない。 
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１６．産業連関表について（この項目は、沖縄県監査委員・県議 嘉陽宗儀氏の指摘） 

経済波及効果の推計方法は産業連関表を使って行われている。 

産業連関表は、ある地域の一定の期間（通常１年）において、各産業間で行われた財・サー

ビスの経常的な取引（生産及び販売の実態）を分かりやすく一覧表にまとめ、記録したもの

であり、いろいろな産業の生産物がどのような産業や家計などへどれだけ販売されているか

を示している。 

産業連関表は、投入（供給）産出（需要）表とも呼ばれ、経済構造を総体的に明らかにす

る基礎資料であるのみならず、経済の予測、経済計画の立案、開発、投資等の効果測定等、

様々な分野で活用されている。 

従って、経済の波及効果を推計するにはその地域の実態に基づく産業連関表を作成して、そ

れを基礎データにして推計しなければならない。 

沖縄市は事業計画の策定に当たって、基本的に沖縄市独自の産業連関表を作成して推計し

たとしている。その際、平成１２年の沖縄県産業連関表を基準にして作成している。何故、

バブル期の、しかも１０年前と古いものを使用したのか、疑問である。もし、新しい産業連

関表がなかったのであれば致し方ないが、しかし現在は直近のものとして平成１７年版の産

業連関表が作成されているので、それに基づいてやり直すべきである。 

  産業連関表の作成は、産業経済の実態を可能な限り反映させる努力をすべきである。この１

０年間、日本の経済は「三位一体の改革」により公共工事は大幅に落ち込み、産業構造は落

ち込み激変し、「失われた１０年」と言われている。そうであるのにもかかわらず、あえて

１０年前の産業連関表を使用した意図は何か。 

産業連関表の作成に当たっては、沖縄県の「工業統計調査」（製造業を含む事業所）のデー

タを基本に作成する事になっている。平成２０年の「工業統計調査」報告書には沖縄市につ

いては１８１事業所について、従業者数、現金給与総額、原材料使用額等、製造品出荷額、

生産額、など１８項目に亘って経済の実態が明らかにされている。当然、この沖縄市の実態

経済の資料を活用して沖縄市の産業連関表を作成しなければならない。 

ところが、沖縄市の産業連関表には「工業統計調査」に全くそのデータが使用されていない。

不可解である。沖縄市は産業連関表を作成したデータを明らかにすべきである。沖縄市の経 

済の実態を無視した理由はなにか。これでは、とうてい科学的根拠のあるものとは言えない。 

  そして、重大な問題は沖縄市の産業連関表には、産業連関表の基本に係る問題で多くの間違

いがある。いくつかの例を指摘する。 

移輸出、移輸入の項目をしっかり作成しないと、市内自給率にも影響を及ぼし、最終的には

逆行列係数（需要が発生した場合に必要な生産水準を示すもの）にも影響する。 

① 産業連関表の（列）移輸出の個所に（４５００移輸出）に「△（マイナス）」が計上さ

れているが、産業連関表の作成ルールでは、移輸出の個所にマイナスがないのが一般的であ

る。 

② また、「△８５、△１８３、△１，６８０」と計上されているが、しかし、その項目は

地域内生産額が０である。生産が行われていない産業には「移輸出」は計上しないのが一般

的である。 

  ③市内自給率の計算表中、１４００「非鉄金属」、１８００「輸送機械」の部で（絶 

対値で見て）地域内需要合計を上回る移輸入が計上されているが、産業連関表の作成ルール

では、地域内需要合計を上回る移輸入を計上しないのが一般的である。 

④「市内自給率の計算」で「市内自給率」は０でありながら、非鉄金属は「移輸入」で－９

３５とあり、輸送機械は－１１，８６６と記載されている。これらは誤りである。 

これらの誤りの要因は、産業連関表の構造について熟知していない結果、生じたものと推測

される。 

沖縄市の産業連関表は独自のものを作成している。ところが、最も肝心な「就業係数」は
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沖縄県のものを使用している。この点、沖縄県と沖縄市は経済の実態や産業構造が全く違っ

ている。沖縄県の数値を活用してあくまで、独自の産業連関表を作成するのが作成ルールで

ある。これを敢えて無視し、沖縄県の産業連関表の「就業係数」だけを使用する事は経済の

波及効果で過大な数値を導き出すための手法としか考えられない。 

さらに決定的な誤りは、経済の波及効果の算出の方法である。まず需要があって、消費があ

って他産業への波及が生じる。ところが波及効果の算出が、就業者数で行われている。説明 

では就業者は生産波及効果の直接効果なので問題はないということであった。 

需要予測は金額で計算すべきであるのに、何故か、供給の就業数からスタートしている。 

需要予測を供給から行うというのは、全く考えられない。そのことを問いただしたが沖縄市

は経済の波及効果はコンサルタントに依頼しているので、算出の根拠などはよくわからない

というものであった。まさに詐欺的手法であり、無責任である。 

 

１７．稼働時の経済波及効果について（この項目は、沖縄県監査委員・県議 嘉陽宗儀氏の指摘） 

 
「稼働後は年間約１４９億円の新たな生産の誘発」（沖縄市案、６ｐ）とあり、沖縄市の純生

産の７、５％に相当とあるが、これは生産誘発額である。純生産と比較したいなら「雇用者

所得誘発額＋営業余剰誘発額」で行うべきである。ちなみに、平成１９年度沖縄市純生産は

約１，９００億円、雇用者所得誘発額は６０億円、営業余剰誘発額は１５億円で合計７５億

円、比率としては「3.8%相当」がより適切である。 
 
     
 
 


